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こういった固定的な組織を形成した場合の利点は，次のような点にある。
① 共同出資経営企業に参加した工業企業の従業員が主として生産部面
の手配を行い，他方外貿公司の従業員が主として対外商談を行うというこ
とによって，相互が長短補い合うというメリットがある。このことによっ
て，生産と外貿活動をうまく共同で処理することができるようになる。
① 生産を担当する工場と需要者が直接接触することによって，情報の
フィードパックができ，販売先の要望に適切に応じられるようになり，輸
入の場合にも魁離がなくなるようになる(1986年以前の状況では，外国商
社は輸出入に際して，中国外貿公司を通じてのみ輸出入の情報確認を行う
ことができるのみで，直接生産企業と接触して輸出入商品の具体的内容に
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ついて協議する機会をもつことは，制度的にも，非公式にもほとんど皆無
であった。)。
① 産鋪結合(生産とマーケティング活動の結合)によって，企業は市
場の需給なり価格状況に応じて，適宜生産とか経営活動を調節できるよう
になる。
① 流通経路の短縮が可能となり，費用の節減も可能となるため，全体
的に効率を高めることができる。
(2 ) いくつかの専門機能をもっ単位が一貫した工貿一体の組織としての
外貿公需を設立した場合
この場合には，工貿結合は最初の段階から終わりの段階までが一体的に
結合されるという形をとることから，生産，供給，販売の全体的な手はず
が整えられ，国際市場の需給に応じてタイムリーに生産の調整を行うこと
ができるO このような例としては中国機械設備進出口公司があるが，この
公司は工業部門=機械工業部の関連部門を中心とし，機械進出口総公司の
関連部門をこれに一体的に統合してつくられた公司である。したがってこ
の公司では，生産，供給，対外販売が一体的かつ系統的に経営できるとい
うシステムになっている。機械設備進出口公弓は関連企業に輸出産品製造
を定着させ，輸出基地をつくるという形をとっている。この方式は，機械
電気製品の輸出促進に役割を果たしたと報告されている。機械設備進出口
公司は1978年6月に設立されたが，設立後3年の間に輸出額は年平均40%
前後の割合で増加したと伝えられる。
1986年末噴の情況では，機械設備進出口公司の中には，“政企合一"(機
械工業部は“政"であり，機械進出口総公司は“企"である)ということ
からくる一部企業運営上のしっくり L、かない面もあった様子で、あるが，今
日の時点では，当該公弓は請負経営責任制をとっており，従来存在した問
題の多くは改善された模様である。
(1) 日本間際貿易促進協会「中間貿易機関便覧・ 1988年版J. 1988年3月。
(2) 奨民編著「対外経済管理学J.武漢大学出版社.1987年.115頁。
(3) 問上書. 115~116頁。
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(3 ) 工・商・貿の三機能を統合して外貿公司を設立した場合
このような場合の典型としては，中国紙網公司(¥，、わゆるシルク公司)
があげられる。中国紙網公司は紡績工業部，以前の対外貿易部，商業部，
供鋪合作社(生産販売組合)およびこの組合系列の絹織物企業-事業と管
理機構によって設立されたものである。総網公司は従来の三部一社が行っ
ていた生産，供給，販売活動と管理を統一的に行う。このため当該公司は
生産を合理的に行うことができるようになり，品質の向上なり，色柄・種
類などを増やすことができるようになり，市場の需要によく対応できるよ
うになった。流通経路の短縮，利益の向上，外貨の獲得にも極めて有利に
作用した。工貿結合の最も進んだ形態とされている。
(4 ) “四聯合，両公開"方式
“四聯合"とは，工業部門と外貿部門が4つの面で連携することを言う。
4つの面とは以下の側面である。
① 双方が定期的に，場合によっては必ずしも定期的というわけではな
いが，相手方に人員を派遣し共同で業務を推進する。例えば，工業部門か
ら外貿公司に人がし、って，外貿公司の経営会議や各種の専門会議に参加し，
対外貿易の方針，政策，基本的なやり方といったことに対する理解を深め，
共同して生産と貿易の問題を研究する。
① 双方が連携して生産の計画をたて，輸出資源に支障が起こらないよ
うにする。例えば，外貿公司から工業部門に人がし、って，生産計画会議な
り，配給計画会議なり，受注会議なりに参加したり，工場にいって生産の
状況なり，需給の状況なりを把握する。
① 共同で貿易商談を行う。例えば，工業部門が外貿公可と共同で交易
会，あるいは各種の貿易商談に人を派遣し，顧客の要望なり，市場の状況
を把握する。
① 共同して海外に出て販売促進なり，調査を行う。双方は共同でグルー
プをつくり，こういった活動を行う。
(4) 向上書， 116頁。
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“両公開"というのは，外貿部門が工業部門に対して成約価格を公開し，
工業部門は外貿部門に対し生産コストを公開するとL、う方式である。
( 4)の方式の工貿結合は比較的簡単で，実行しやすいというのが特徴であ
る。
筆者が1988年2月段階で、調べたところでは，工貿結合がうまく進んでい
るケースはそれほど多くなL、。対外経済貿易部直属の外貿公可の場合には，
工貿結合はあまり進んでいない。これに対して，国務院各部・委員会など
に所属する専業外貿公司の場合，工貿結合が進展しているケースが比較的
多い。地方の外貿公司の場合，工貿結合は一部で行われているが，それほ
どの進展を示していない。
工貿結合の進展は，従来対外貿易に向けての体制づくりが系統的，組織
的でなかっただけに，推進さるべき重要な課題であるが，実行していく過
程ではかなり複雑な問題が出てくる。例えば， (1)の形態の工貿結合を推し
進めようとすると，資金問題，人事問題，管理組織問題，人材不足問題な
どがすぐに出てくる。 (2)ゃい)の形態の工貿結合となると，規模的に極めて
大きくなり，工貿結合自体の可能性が少なくなる。(4)の形態の工貿結合は
一見協力が容易であるかにみえるが，相互は全く独立した単位で、あるから，
恒常的な協力が維持しにくいし，成果も大きいものになりにくい。したが
って，結合の深度がさほどふかまらなし、。“両公開"にいたっては，各々
の単位の利害が直接に絡むから，ますます問題は複雑な様相を帯びてくる。
国家体制改革委員会が今年深めるべき課題として打ち出した体制改革草
案の中でも， r対外貿易の請負経営責任制を全面的に推し進め，独立採算，
経営範囲の拡大，工貿結合を一歩一歩実行していき，代理制を推進してい
かなければならない。」と強調しているが，当面の重点としてはやはり，
工貿結合の前に請負経営責任制を実行していくことの方が急務であるとい
(5) 向上書， 116頁。
(6) 人民日報(海外版)， 1988年4月21日。
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う様に意識されており，問題の複雑さをうかがわせている。今日外国の買
L 、手，売り手が輸出入を行う場合，生産企業，外貿公司，外国の相手の3
者が協議する機会を設けるケースが増えてきているが，この場合には“両
公開"はある程度まで深められる。中国側が輸入する場合には，外貿公司
と最終輸入者の関係はかなりオープンなものになるが，輸出の場合，外国
の買い手の契約当事者はあくまで外貿公司であり，外貿公司と輸出商品生
産者(貨源生産単位)との内部関係に，外国の買い手が立ち入ることは少
なくなるから，“両公開"が深まりにくい事情が存在する可能性が一枚加
わる。
五現体制の問題点
(1) 体制改革の核心
現行の中国対外貿易の内的運行システムは，新中国成立後ソ連のシステ
ムにならってつくられたものであった。要約的にいうならば，国が対外貿
易に対して統制を行い，貿易計画が国によって下達され，外貨はすべて国
家所有，損益もすべて国家負担，賃金も国が定め，総経理も国家任命とい
うものであった。国内市場が極めて大きく，長期にわたって商品経済の水
準が低く，圏内供給が国内需要に追いつかず，主要な輸出商品は圏内需要
の極めて大きい商品であった。貿易の発展，外貨獲得のためには，国が行
政干与と計画調整のやり方で，国内市場をおさえて輸出を行うほかはなか
ったのである。このため，国が統一的に貿易経営を行うとL、う方法をとっ
てきたのである。
く輸出〉
国は輸出を行う場合，輸出商品の買い上げ制を採用し，今日もこの制度
を採用している。従来，対外貿易公司は輸出商品を買い上げる場合，計画
価格で買い付けたが，価格体系の改革後の今日では，計画価格，変動価格，
(7) 玉宜軒『実行承包経営責任制是改革外貿体制的新台階 対承包経営責任制若干
問題的探討一J]， I国際貿易問題J，1988年1月， 21~22頁。
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自由価格の3種の価格で買い付けている。計画価格は国が統一的に定めた
価格で，主要生産手段ならびに主要生活必需品に適用される。変動価格は
価格管理権限に応じて，関係部門が基準価格を定め，変動の方向と変動幅
を規定するというものである。自由価格は市場の需給によって決まる価格
である。
具体的には，農副産物，特産物は受渡地の商品供給部門の引渡価格，あ
るいは供給価格を基礎として値段が決められる。工鉱業生産物の価格につ
いては，国内工場出荷価格が基礎とされる。同ーの品質のものについては
同一の価格，質に応じて価格を定めるというのが原則である。
一方，輸出価格は国際市場の状況を基礎にした契約価格ということにな
るが，対外貿易公司からみて，この中聞に輸出原価なる存在のものがある。
輸出原価は，以下のような算式によって決定されるものである。
輸出原価=仕入原価+国内運賃+加工整理費+商品ロス十雑費
+経営管理費+関税
輸出販売収入，すなわち輸出外貨収入から，契約に応じて要する外国向
け運賃，保険料，コミッシヨン，賠償費などを差しヲ I~ 、たものが，輸出外
貨純収入ということになる。 FOB契約の場合，輸出損益額は輸出販売収
入から輸出原価を差しヲ I~ 、た額ということになる。因に，輸出損益率の算
式はつぎのようになる。
一輸出演益額輸出損益率一一一一一一一x100 輸出原価
さて，実際の輸出原価が輸出契約価格を凌駕しているならば，赤字をし
つつ輸出を行っていることになる。反対に，実際の輸出原価が輸出契約価
格より低ければ利潤が出ることになる。中国の場合，計画による輸出外貨
獲得という目標を達成するために，現実には赤字輸出している場合がかな
りある。このため，個々の外貿公司は割り当てられた輸出を独立採算とし
(8) 陳英・王寿椿・許燈編著「中国社会主義対外貿易J，対外貿易教育出版社，1984年
9月， 222~223頁。
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ては達成することが難しい。そこで，国は赤字部分を埋め合わせるために，
一定の算定輸出原価を設定し，この輸出原価と実際の輸出原価の差額の一
定額を補助する方式を採用している。具体的な特定輸出品の算定輸出原価
を7元で1ドルかせげるものと設定し，内部清算為替レートを2.8元とす
ると 1ドルにつき4.2元を国が補助するということになるわけで、ある。
ある特定の外貿公司の実際の輸出原価が9元とすると，算定輸出原価と
の差額は2元ということになり，この赤字幅の補填のため4.2元の補助が
与えられると，この公司は最終的に2.2元の利益が得られるということに.  .
なる。また，他の外貿公司の実際の輸出原価が13.2元とすると，算定輸出
原価との差額は6.2元ということになり，国の補助分4.2元を加えても，な
お2元の赤字が出るということになる。
算定輸出原価は全国平均の先進的な部分の平均をとっており，これと内
部清算為替レートの差額が国の補助というシステムになっている。このよ
うなシステムをとっている場合，当然に上記の例の後者では輸出は不可能
である。しかし，上記例の前者の場合，赤字ではあるが，輸出は可能であ
り，しかも利益が計上できる。しかし，もともとそれ自体として利益をあ
げている公司の利益よりも，補助によって結果的に利益をあげたというこ
とになった公司の利益の方が大きくなるといったことも起こりうるのであ
って，不公平と輸出外貨獲得への意欲の低下が出てくるということが考え
られる。また，後進地域の輸出外貨獲得に不利になる。この観点からみる
と，輸出外貨獲得の課題を達成し，かつ地方の生産力の引き上げもはかつ
ていかなければならないという今一つの課題も達成していかなければなら
ないことになる。
こういった問題が出てくる潜在的要因は，①生産上のコスト高， したが
って買い上げ価格が高いものとなること(生産設備の良くないこと，原料
供給上の問題，生産性の上がらないこと，むだな費用がかかること等の原
因から)，①工業利潤の高いこと，税率の高いこと，①対外貿易体制の改
革，価格改革の進行の中で種々の問題が発生し，結果的に買い上げ価格が
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上がり，輸出コストが高くなること，①貿易の経営管理が劣っており，種
々の費用が増大し，輸出コストの上昇を招くこと，などである。
く輸入〉
輸入品を対外貿易公司が販売する場合，園内の同類品の販売価格，ある
いは従来の販売価格で売り渡す。同質のものは同一価格で，質に応じて価
格付けをする。圏内に同類品がないか，取り決められた価格がない場合に
は，CIF価格を人民元価格に換算し，諸般の事情を考慮して価格を定める。
外貿公司が代理輸入した商品については， CIF価格と貿易に適用される為
替レートによって人民元に換算し，関税，工商統一税，国内の関連費用，
外貿公司の手数料を加算して価格を定める。
プラント輸入，国内に輸入販売価格が定められていないような機械，電
気製品については，朝鮮人民民主主義共和国，ルーマニア，ハンガリー，
ポーランド，チェコスロヴァキア，東ドイツ，ブルガリア，蒙古，ソ連の
9カ国から輸入したものについては， CIF価格に30%の上のせをして価格
を定める。 CIF価格が高すぎる場合には，対外経済貿易部門と注文者の間
で協議する。その他の国から輸入したものについては， CIF価格に手数
料，関税，工商統一税，園内関連費用を加算して価格を定める。
輸入によって輸出促進をはかる商品については，原則として輸入原価に
手数料を加算して価格を定める。
内部清算為替レートが設定される前までは(すなわち28年間)，対外貿
易公可は輸入品についてはすべて利益を計上していた。しかし， 1981年1
月1日以後，必ずしもそう L、う状況ではなくなってきている。これは先に
のべたような作価の原則から，対外貿易公司の輸入品の販売価格が国内の
同類品などの価格を基準として決められると L、う事情のため，近来輸入品
の外国価格の上昇が著しいのに対し，圏内の販売価格が変更し難いという
(9) 向上書， 224頁。
(¥0) 向上書， 222頁。
(l) 向上書， 224頁。
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こと，内部清算為替レートの設定自体が，実際の為替レート変動と議離す
ること，などの事情によるものと思われる。
輸入損益計算式は以下のとおりとなる。
輸入損益=輸入品販売収入一輸入原価=輸入品販売収入一輸入品外
貨支払×為替栢場一各種費用
また，輸入損益率は次式によって与えられる。
輸入損益額
輸入損益率=一一一一一一x100 輸入原価
上にのベた事情から，近年輸入品のかなりのものについて赤字が出てい
るのが実情であるが，この赤字部分も国の財政から補填していかざるをえ
ないわけである。ただ，輸出の場合の制約性，すなわち，国際市場での競
争条件と園内の生産条件(両者はまた相互に相関連するが)が短期的には
固定的なのに対して，輸入の場合には国内販売価格の改定が可能であれ
ば，外貿公司の赤字の解消は比較的容易だと L、う客観条件はあるといえ
る。
(2) 従来の機構の改編課題
従来のシステムを支えていた機構的枠組は漸次改善されてきているとは
いえ，今日もまだ基本的枠組は残されたままである。これらの点をいくつ
かに分けて整理しておこう。
① 政企不分問題
対外貿易公司の経営自体は，党委員会指導制から経理責任制へと移行し，
政治が直接に経営に干渉するという事態は解消したものの，上にみてきた
ように，対外貿易公司は割り当てられた任務をかなり無理をしながら達成
しなければならないし，また，そのように任務が与えられているから，対
外貿易公司の業務は必然的に政府機関が行うという形となってこざるをえ
なかった。ここに，対外貿易公司の存在自体に含まれる政企不分という要
素の入ってこざるをえない強い基盤がある。具体的には組織上の政企不分
(12) 向上書， 224~225頁。
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と，業務上の政企不分の問題がある。したがって，経済活動としての対外
貿易の展開が，極めて不十分なものとなってこざるをえない事態が生じて
くる。
① 責任-権利・利益の不一致の問題
すでに説明してきたように，対外貿易公司は国の割り当てた輸出任務を
遂行するため，自己の資金で輸出物資を買い上げ輸出してきた。ここで発
生した赤字部分については， ~ 、かなる手立てももっていなかった。一方で
輸出商品生産企業は，輸出任務については責任をもたされることもなかっ
たし，外貨かせぎの責任も特になかった。換言するならば，赤字を出して
まで輸出することなどなかったわけで、ある。輸出向けに商品を生産した場
合には，輸出商品生産企業には外貨留成が許されるし，圏内市場価格に応
じた代価が支払われたのであった。このことからわかるように，対外貿易
を積極的にのばしていくうえでの責任・権利・利潤が，これを担う主体に
合理的に配分されていないのである。
① 産錯分離，工貿一貫結合体制の欠如
生産と販売，工業と貿易の有機的念連係がないことから，新製品開発，
品質向上などが妨げられ，国際競争力創出が阻害されることになる。
① 対外貿易公司における“大鍋の飯を食う"とL、う体質問題
①，①，①の要因は対外貿易公司の積極的な経営努力なり，対外貿易発
展への意欲を殺ぐことになり，累積的に全体的に対外貿易発展を阻げる結
果を招いてしまった。
① 価格交渉と買い上げ価格引き上げ問題
対外貿易公司は，需要超過条件の下で輸出物資を買い上げ調達する。し
たがって，買い上げ交渉においては，対外貿易公司は一般的には買い上げ
条件で不利な立場に立つことになる。対外貿易公司は輸出物資を求めて買
い回るとL、う状況に立たされることになる。上にのベたように，いきおい
輸出赤字が発生するという成り行きとなる。この赤字部分は結局国家の財
政負担となり，貿易の発展の制約条件となるとL、う次第である。
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(3 ) 外貿公司の承包経営責任制の導入
主として輸出面で生ずる外貿公司の赤字は，国が輸出商品生産企業の利
益を吸い上げ，この部分をもって外貿会司の赤字を埋め合わせるとか，輸
入面での黒字でもって赤字を埋め合わせるとL、う方式を採用しているとい
う意味では，国全体としては一応問題がないともいえるのであり，ある意
味では偽りの赤字ともいえる。しかし上に指摘したように，貿易体制の
整備という観点からみると，“大鍋の飯を食う"といった，経済上の悪循
環を何とか食い止めなければならないという大きな課題が存在しているわ
けである。この観点からする前進への一歩として，承包経営責任制が導入
されたとみることができる。したがって，外貿公司の承包経営責任制は，
将来のあるべき貿易体制確立へ向けての準備段階とみるべきものであると
いわなければならない。
周知のように，承包経営責任制は全人民所有制企業の所有権と経営権を
分離し，請負契約を結んで国家と企業のそれぞれの経済責任，経済権限，
経済利益を明確に規定し，経営の請負をした企業に経営権を与え，いくつ
かの経済指標に対して責任を負わせるとL、う方式である。請負をした経済
指標を達成したら，企業には一定の経済的利益が与えられる。
今年初対外経済貿易部は，対外貿易公司に対し承包経営責任制を導入し
た。承包経営責任制は3つの内容を包括する。輸出外貨獲得計画，輸出コ
スト，損益総額の3つの内容がそれである。外貿公司は輸出外貨獲得計画
と赤字の指標を請負う。すなわち，従来国家がすべて負担していた赤字額
を，請負った公司が輸出外貨獲得計画に応じて各々分担するとL、う方式で
ある。従来の“大鍋の飯を食う"と L、う方式から，“小鍋の飯を食う"と
L 、う方式に切り換えたわけである。外貿公司が輸出計画を達成した時赤字
が減っていれば，その分公司に帰属することになる。反対に，請負指標の
赤字額を超過していれば，外貿公司はこの分自己負担しなければならなし、。
国家は，この超過赤字部分についてはこれ以上補填しなL、。
承包契約を締結するに当たっては，大分類別商品毎に単位外貨獲得に要
46 第11巻第4号(経済学・経営学編)
するコストを査定するということになる。当面の状況では， 1987年に国が
定めた査定コストがほぼ目安となるようだ。この査定コストをベースとし
て，年々例えば5%のコスト上昇を織り込み，輸出計画は7%上乗せする
とL、う形で，全国の統一的承包指標をつくるということのようだ。言うま
でもなく，承包経営責任制では，外貿公司を代表する総経理と国の主管部
門が承包契約を行う。したがって，総経理責任制が採用されている今B，
震包期間はさまざまありうるが，一般的には総経理の任期期間に一致して
決められるということの場合が多くなる。
上記のような承包経営責任制が発展的に運行するためには，当然、企業に
経営自主権，具体的には人事配転権，財務管理権，資金借入自主権，投資
決定権，奨金分配権，懲罰権，外国への人員派遣審査権などが与えられな
ければならないことになり，主管部門の行政期間はマクロ管理，全体的な
方向づけ，証可証の発給，割り当て，価格，課税手段などによって，全体
的な調整を行っていくということになる。
このようなことから，従来に比べて対外貿易公司の体質は，つぎのよう
な4つの新しいシステム的な力が作用する体質のものとなることになろう。
第1に，外貿公司はある程度の経営自主権を獲得したことにより，従来
に比べてより利益意識のある主体に変化することになろう。承包経営責任
制の条件の下においては，請負指標が強く意識されるようになり，任務の
完成の善し悪しが利益の善し悪しに連なることになるから，経営者と職員
の意識がともに向上するようになる。経営者は，奨励金の分配の方法の改
革と業績と結びついた変動賃金制を通じて，職員の労働の積極性を引き出
すことができる。このことによって，企業活動としての原動力が強化され
る。
第2に，企業は経済的な責任の主体となり，経済活動のリスクを背負う
ことになることから，この面で経営努力への意識を強制されることになる。
従来業績の如何に関係なく，同じように分配が行われていた点が改善され
ることになる。
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第3に，外貿公司に経営自主権が与えられることから，公司は企業資源、
の機会に応じた有効利用をはかることができる。承包経営者は商品，資金，
利潤，人事に対して自主決定権をもつことから，経済機会に対して処分な
り，部門転換，経営構造の改善を迅速に行うことができる。
第4に，承包経営責任制には企業としての自律的な管理システムが内蔵
される。上にものべたように，承包経営者は資金の利用，利潤分配，経営
の方向などに対して自主決定権をもつが，これは同時に企業の自律的な管
理システムということでもある。ただ，問題点としては，承包経営者の任
期がそれほど長くないため，職員の意識に長期経営的観点が欠落している
といったような場合，この 2つの要素が重なると，企業運営の行動パター
ンが短期化してしまうというおそれが出てくる可能性があることには注意
する必要があろう。
六輸出入代理制の意義
(1) 対外貿易公司の商社機能
すでに第三節でみてきたように，対外貿易公司は各々に課せられた責務
にしたがって業務を行ってきている。しかし，対外貿易公司の商社機能が
十分に発揮されているかどうか，特に今日中国が対外経済開放政策を積極
的に推進していく上で，対外貿易公司がこの国民経済的要請に十分に応え
るだけの機能を具えているかどうか，これは極めて重要な問題である。輸
出入代理制の問題を考えてし、く前提として，先ずこの問題を取り上げてみ
よう。
最初に輸出面から取り上げてみよう。
今日輸出商品を生産するメーカーが直接対外貿易を行うケースが増えて
きたとはいえ，やはり対外貿易の商業的機能を専門的に担う対外貿易公司
が，大部分の輸出を取り扱っていることは事実である。われわれは輸出を
(13) 王宜軒『実行承包経営責任制是改革外貿体制的新台階 対承包経営責任昔話若干
問題的探討一j)， 1"国際貿易問題J，1988年l月， 23~26頁。
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行うということを考えると，すぐに輸出マーケティング活動を思い起こす
のが常である。日本人の基礎的発想の中に，すでにそのことは内蔵されて
いる。しかし，こういった発想が必ずしも世界的に，普遍的に存在するも
のだと思ってはならない。
中国ではこういった発想なり，体制がまだ定着するというにいたってい
ない。中国の対外貿易公可では，固有の輸出マーケティングといわれる程
の水準に達した個別販売戦略なり，販売計画なりが用意されることが少な
L 、。これにはそれなりの社会的背景もある。建国以来対外貿易が軽視され
てきたこと，生産体制が注文生産を主体としていること，対外貿易公司に
対外貿易の独占権が与えられていたことなどの理由が，専業商社としての
対外貿易公司に，積極的な輸出マーケティング活動を展開するまでの体制
を用意させなかった理由として考えられる。
このような状況から，外国の買い手の側の方から中国の輸出は推し進め
られるケースが多L、。従来外国の買い手は対外貿易公司を通じて以外，ま
た対外貿易公司を通じたとしても，直接輸出商品を生産するメーカと接触
することができなかった。しかし，最近外国の買い手は事前にメーカと接
触し，その後に対外貿易公司を介在させて取引を行うことが多くなってい
る。これは，対外貿易公司との交渉のみでは商品の確保なり，品質の保証
なり，納期の厳守に不確実な要素が払拭できないといった事情を考慮して
のことである。換言すれば，専業商社としての対外貿易公可は，こういっ
たことについての計画なり，実行なりの能力と信用が間われているという
ことになる。
もちろん，これらの責任がすべて対外貿易公司にあるということはでき
ない。例えば，納期のおくれは原料の入手が不可能であったとかし、った場
合もある。品質，規格の問題も原料なり，染料なりがそろわなかったとい
うこととか，国の規格基準が異なるとかし、った事情もある。しかし，対外
貿易公司それ自体の計画性のなさなり，公司全体の有機的な組織体制のあ
り方に起因するものもかなりあるのである。
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第五節でのべたように，対外貿易公弓の多くにおいては赤字が発生して
いる。この赤字の原因は現行の制度的要因に起因するものと，公司自体の
経営のあり方に起因するものの2つに分けられる。後者に起因する対外貿
易公司の赤字は，対外貿易の専業商社としての対外貿易公司の存在意義に
もかかわるだけに，その意味は重大で・ある。対外貿易公司の承包制が導入
されたのも，この背景があってのことである。輸出代理制が導入されてき
たのは，承包制に含まれる国家の赤字補填部分を小さくしていくことを目
ざしている。このことは，裏返していえば，対外貿易の専業商社である対
外貿易公司の経営単位としての自立性を求めるということであり，ある意
味では対外貿易公司にとってはきびしい体質改善の要求である。対外貿易
公司は，輸出業務の固有の特殊性をふまえて，自己の存在意義と経営の効
率性を要求されることになるからである。
しかし，これには従来の買い上げ制システムなり，価格体系の抜本的改
革なり，見直しが必要になってくることは言うまでもなし、。
次に，輸入面について考えてみよう。
輸入面においても，根本的事情は輸出におけると同様である。輸入にお
いても基本的には，輸入最終単位と外国の売り手の聞に対外貿易公司が介
在する。
筆者の調査では，外国の売り手との契約当事者は対外貿易公司であるが，
現行の実質上の取引内容からすれば，対外貿易公司は価格条件以外のこと
については，ほとんど実質的取引内容に立ち入らないのが実情である。一
般的に言って，中国側の輸入は設備・機械とか，プラントなどが多く，対
外貿易公司の服務員はこれらの技術内容については，それほど詳しい知識
をもち合わせていないのが実態のようである。さらに，代金の決済などに
ついても，対外貿易公司は必ずしも責任ある姿勢をとっていない。契約上
からL、うと，対外貿易公司は代金支払責任当事者であるが，実態としては
輸入最終単位が中国銀行に代金を支払い，中国銀行が外国の売り手に対し
て輸入代金の決済をするというシステムになっている。
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いささか中国の対外貿易公司の経営の実情なり，対外貿易のシステムに
ついて暴露的な叙述をすることになったが，筆者の目的は，輸出入代理制
が問題となる背景に少し触れたかったにすぎない。以上の点を要約的に言
えば，①従来の形では，対外貿易公司の固有の専業商社としての存在意義
に問題があること，①①の点を背景として，これまでの体制の下では，対
外貿易公司の積極性を引き出す形で貿易の拡大と，対外貿易公司に課せら
れた貿易取引における赤字縮小への方向づけをはかっていくことが難しい
こと，①したがって，国民経済的課題を担った，固有の経済的単位として
の対外貿易公司の新しい理念型が探索されなければならないこと，こうい
うことになる。
なお，補足的につけ加えれば，経済活動推進上好ましくないと思われる
中国社会の風土的特質が専業商社としての対外貿易公司の業務活動の中に
も陰に陽に作用していることは否めなし、。官僚主義，遵法精神の欠如，機
会主義的商活動行為，経済活動に対する正確・鮮明な意識形態の欠如など
が，そういった風土的特質といえよう。本稿では，これらの要因の対外貿
易活動に与える影響については，これ以上立ち入らないこととする。
(2 ) 輸出入代理制
1984年8月14日，対外経済貿易部は対外貿易体制改革に関する意見をま
とめて出している。同年9月15日，国務院はこの意見書の報告をうけ，間
報告の内容にそった対外貿易体制改革の方向を積極的に推し進めることに
同意している(閤務院批転対外経済貿易部関子外貿体制改革意見的報告的
通知， 1984年9月15日)。この意見書の中では，輸出入代理制の導入と貿
易の経営管理のあり方を改めるという項目が，かなり大きく取り上げられ
ている。同意見書の中では，輸出入代理制の導入問題は大要次のようにの
べられている。
輸出入代理制というのは，生産部門とか各種発注先に代わって，対外貿
易公司がコミッションチャージによって輸出入業務サーピスを提供すると
いうものである。輸出入取引自体の損益は委託者の責任に帰する。輸出入
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代理制は，生産部門と対外貿易公司のそれぞれの本来担うべき役割を明確
にし，両者が共同で国家の対外貿易計画の達成を保証する役目を担う。こ
のような形をとることによって，工貿結合なり，技貿結合を合理的に推し
進め，経営管理を改善し，経済効率を高めることができる。したがって，
輸出入代理制は貿易経営の基本的方式とすべきであり，漸次これを広めて
L 、かなければならない。
輸入においては原則的にすべて輸入代理制を実行し，輸入需要者の独立
採算とする。このことによってユーザーは経済計算を重視するようになり，
圏内生産物を可能なかぎり利用するようになり，外貨の節約ならびに圏内
生産の保護が促進される。
輸出においては，基本的には輸出代理制を実行すべきであるが，商品毎
の情況によって実行してL、かなければなるまい。工鉱業生産物の輸出につ
いては，基本的には輸出代理制を採用すべきで，メーカーの独立採算を採
用すべきである。委託加工，共同経営，共同出資などの方式で，メーカー
と対外貿易公司が共同で損益負担する方式も考えられる。農産物，副業
品，一部の手工芸品については，やはり対外貿易公司の直接買い上げ制，
あるいは委託買い上げ制，あるいは共同出資の生産基地をつくるといった
方法を採用すべきであろう。条件の許すところでは輸出代理制を実行しで
もよL、。
経営方式の如何にかかわりなく，契約によって，工貿，農貿双方の担う
べき経済責任と利益分配は明確にしなければならなし、。また，対外貿易公
司はメーカーに対し指導とサービスを十分に提供し，呼吸のあったところ
でメーカーの積極性を引き出すという役割を担っていかなければならな
い。販売ルートの多様化を推し進め，分節の少ない一体的な経営の方向に
もっていくことによって，対外貿易の発展をはかっていくことでなければ
ならない。
輸出入代理制を実行していくからといっても，他の方式を全く許さない
ということではなく，対外貿易の自営，パーター，合作，共同経営などの
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方式も許される。
輸出入代理制の導入が，中国の対外貿易体制改革の基本的な方向である
という点についてはすでに見てきた通りであるが，以下において，具体的
にどの点をどのように改め， どのような形で代理制を定着させてし、く道筋
が考えられるかという点について，ここでは輸出代理制に焦点をしぼって
思いつくままに私見をのべてみよう。
先ず，現行の輸出計画体制には2つの問題点がある。
第 1の点は，輸出計画における制度上の問題点である。現行の体制の下
においては，国家は省，市，自治区に対して輸出計画を下ろしてし、く。こ
れをうけて省，市，自治区は，輸出計画と買い上げ計画(1985年主要輸出
商品供給計画と改められたが，実質的内容は変わっていなし、)を対外貿易
公司に下ろしてL、く。
輸出代理制の特徴は，輸出商品生産企業なり，輸出商品供給企業なりが，
専業商社としての対外貿易公弓に商品の輸出を委託し，対外貿易公司がこ
の委託をうけて，高品を代理輸出するとL、う方式である。したがって，輸
出の達成は輸出商品生産企業なり，輸出商品供給企業なりと対外貿易公司
の双方が責任をもってこれを遂行するということになる。しかし，現行の
輸出計画体制の下では，対外貿易公司のみが輸出計画に対して責任を負う
というシステムになっている。
第2の点は，現行の制度の下では，輸出代理制が定着しにくいこと，し
たがって，対外貿易公司の赤字が解決しにくいこと，このことは国家の対
外貿易公司に対する赤字補填を継続させることになること，このことを背
景として対外貿易公司の独立採算制的経営への体質改善が進まないこと，
メーカーの国際競争力を高めるための経営管理体制確立が阻まれること，
こういった問題に関連する。
似) w国務院批転対外経済貿易部関子外貿体制改革意見的報告的通知， 1984年9月
15臼J]，国家計画委員会条法線公室編「重要経済法規資料選編・ 1977-1986J，中
国統計出版社， 1987年， 112-113頁。
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制度上輸出計画に責任を負うのは対外貿易公司のみであるとしても，対
外貿易公司の下に輸出拡大に向けて整合的に生産と流通が統合されている
とすれば，何ら問題は生じない。しかし，現状では輸出の多くは赤字であ
り，輸出商品生産企業なり，輸出商品供給企業なりが，輸出代理制によっ
て輸出を行うとすれば，輸出から生ずる赤字は自らが被ることになる。こ
れらの単位は赤字を負担してまで輸出することを好まない。これらの単位
としては輸出代理を何も委託する必要はないのであって，赤字輸出すると
すれば，この赤字部分が自分以外の単位によって負担されるというのであ
れば，自分は商品は供給しましょう，とL、うわけで、ある。物不足の中国国
内の事情を考慮すれば，圏内で売ればL、くらでも売れる，何も輸出に商品
をまわさなければならないとL、うわけではない，とL、うわけである。
したがって，中国の現状は，対外貿易公司の下に，輸出拡大に向けて整
合的に生産と流通が統合されていないのである。このような情況の下では，
上にのべたような国民経済的にみた悪循環が定着してしまうことになる。
輸出代理制の導入が，大きな戦略的課題として取り上げられる所以がここ
にある。
従来の体制が，輸出の遂行のすべてを対外貿易公司に押し付けていたこ
との反省から，今後の方向としては，輸出の推進は輸出商品生産企業，輸
出商品供給企業と対外貿易公司の双方が担うということが必要となってこ
よう。また，このことをうけて，従来の対外貿易の買い上げ制も，廃止の
方向へもっていかなければなるまい。しかし，国家計画と重要生活物資に
ついては，やはり指令性計画をとっていかなければ，国民経済の骨格がく
ずれてLまうことになろう。
具体的には，指導性輸出商品については買い上げ制を廃止し，輸出商品
生産企業なり，輸出商品供給企業は外貨創出(創匪)計画部分を担当し，
対外貿易公司の方は，外貨受取(収醒)計画部分を担当するとL、う具合に
し，必要に応じてとの聞を輸出代理制で結びつける方法が考えられよう。
輸出商品生産企業なり，輸出商品供給企業は外貨創出計画を立てるに際し，
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もし輸出赤字が出るならば，その赤字補填部分は具体的情況に応じて主管
部門から受けるということになろう。
国家計画と重要生活物資については指令性計画をとっていかなければな
るまいが，このような計画物質については，国家計画委員会から計画が下
ろされ，輸出商品生産企業なり，輸出商品供給企業がこの計画についての
実行を引き受け，計画を具体化する。この具体的計画が，必要に応じて対
外経済貿易部の系統にまわされ実際に輸出されるというやり方にすると，
指令性計画が確実に行われるということ，輸出赤字がどこで発生し，どの
主管部門がこれを負担した方が全体的合理性があるかがはっきりするとい
うこと，輸出代理制のメリッ卜(競合外貿公司の中で効率のよいものを選
択して利用できるというメリット)をも計画に盛り込めるということなど
の点で，経済合理性があるように思われる。
上に提起した代理制がスムーズに運行していくためには，委託当事者双
方の権利，義務，契約締結，争議の処理，費用などにかんする明確な法的
規定が整備されなければならないことは言うまでもない。
